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平成30年度 税制改正解説速 報

禁無断複写・転載

法人課税 大企業に対する租税特別措置の税額控除適用要件の見直し

1．改正の概要

2．適用時期

28

3．実務上の留意点

次の要件のいずれにも該当しない大企業(※）については、イ：研究開発税制 ロ：地域未来投資促進税制 ハ：情報連携投資
等の促進に係る税制（平成30年度税制改正で創設）の適用対象外となる。但し、当期所得が前期所得以下の一定の事業年度に
ついては除かれる。

4．今後の注目点

平成30年4月1日から平成33年3月31日までの間に開始する事業年度

・平均給与等支給額等の計算の基礎となる継続雇用者がいない場合には①の要件は満たすものとする。
・設備投資要件の減価償却費の総額には特別償却準備金として積み立てた額が含まれる。
・上記1の但し書き中の一定の事業年度からは設立事業年度又は合併等の日を含む事業年度は除かれる。

・上記１の但し書き中の所得金額の計算方法(欠損金の繰越控除前の所得金額とするほか、受取配当等の益金不算入
等の調整は行わないなど「必要な調整」を行うとされている。）

※大企業とは、中小企業者又は農業協同組合等以外の法人をいい、中小企業者とは資本金が1億円以下の法人（資本金1億円超の法人に発行済株式の50％以上を所有される一定の法人及び平成31年4月1日以後開始
事業年度からは前3年間の年間平均所得金額15億円超の法人を除く）をいう。

要件 内容

①平均給与要件 平均給与等支給額が比較平均給与等支給額を超えること

②設備投資要件 国内設備投資額が減価償却費の総額の10％を超えること


